
証券コード　3352

2022年６月１日

株 主 各 位

埼 玉 県 川 口 市 本 町 四 丁 目 １ 番 ８ 号

株 式 会 社 バ ッ フ ァ ロ ー
代表取締役社長 坂 本 裕 二

１．日 時 2022年６月17日（金曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県さいたま市浦和区仲町二丁目５番１号

ロイヤルパインズホテル浦和　３階（プラチナルーム）
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第40期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第40期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項

第40期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第40期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。
なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月16日（木曜日）午後６
時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

　議決権行使書用紙において、各議案についての賛否の表示がない場合は、賛
成の意思表示をされたものとして取り扱うこととさせていただきます。
　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名
を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書
面（委任状）とともに次の書面のいずれかの提出が必要となりますのでご了承
ください。

①　委任された株主様の議決権行使書用紙
②　代理権を証明する書面に押印された印鑑の印鑑証明書
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新型コロナウイルス感染症の予防に関するご協力のお願い

　新型コロナウイルス感染症の感染リスク軽減のため、株主総会へのご出

席を検討されている株主様におかれましては、株主総会開催日時点での流

行状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防にご配

慮いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。

●本株主総会会場において、当社スタッフがマスク着用にて対応させてい

ただく場合がございます。また、感染予防のために必要な対応を講じる

ことがございますので、ご協力くださいますようお願い申しあげます。

●今後、株主総会の運営に関して株主様にご案内すべき事項が生じた場合

は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス　

https://www.buffalo.co.jp）においてお知らせいたします。

③　委任された株主様のパスポート、運転免許証、若しくは各種健康保険証
の写しその他の本人確認資料

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

◎　本招集ご通知において提供すべき書面のうち、次に掲げる事項につきまして
は、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（アドレス　https://www.buffalo.co.jp）に掲載しておりますので、本招
集ご通知提供書面には記載しておりません。

①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
の概要」

②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　したがいまして、本招集ご通知提供書面に記載している事業報告、連結計算
書類及び計算書類は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告
を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であ
ります。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス　
https://www.buffalo.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 2 －



(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対

するワクチン接種が進んだことから段階的に経済活動の制限緩和が図られ

ましたが、新たな変異株の流行により国内の感染者数は再び高止まりとな

っており、経済環境の正常化に向けての見通しは依然不透明となっており

ます。国内の個人消費につきましては、「巣ごもり消費」に関連し一部イ

ンドア需要の拡大が見られたものの、長期化する雇用情勢の悪化と資源価

格の高騰に伴う物価の上昇が消費の押し下げ要因となり、主にサービス支

出を中心として停滞傾向が続きました。

　このような環境の中、当社グループにおきましては、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大防止に向け安全・衛生管理措置への取り組みを徹底し

つつ、変容するライフスタイルへの対応を見据えた業容改革を推し進め、

生活インフラである車関連事業及び外食事業を通じ地域の暮らしに寄与す

べく営業活動を行ってまいりました。

　当社グループのセグメントごとの業績は、次のとおりであります。

＜オートバックス事業＞

　当連結会計年度末におけるオートバックス事業の店舗数は、15店舗で

あります。当連結会計年度中における店舗の新設及び廃止はございませ

ん。

　オートバックス事業が属する国内カー用品市場の環境につきまして

は、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置により県外移動の自粛ムード

が続き、夏季商戦における帰省・行楽需要が低調に推移しました。ま

た、中期的に成長を続けてきたドライブレコーダーにつきましても、普

及率の高まりに伴う市場規模の縮小傾向が顕著となっております。その

一方で、２月に関東圏の広範囲において積雪が記録されたことから、ス

タッドレスタイヤ・タイヤチェーン等の需要が前年から増加しました。
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　このような環境の中で当社グループは、2019年５月に公表した「2019 

中期経営計画」のもと「クルマのことならオートバックス」の実践を通

じた地域ナンバーワンの店づくりを目指し、顧客満足度向上のための接

遇・接客力の強化、技術力を備えた専門スタッフの育成に取り組んでお

ります。販売施策といたしましては、中期的な重点分野と位置付け拡販

に注力しているボディコーティングやヘッドライトコーティングメニュ

ー等、車の美観向上に関するピットサービスメニューが堅調に売上を伸

ばしました。また、タイヤ販売につきましても、冬商戦期におけるスタ

ッドレスタイヤの需要増加を受けつつ、販売数量の底上げと地域シェア

拡大施策として、低価格帯商品を充実させた売場づくりとメーカーイベ

ント等による販促に努めたことで、前年を上回る実績となっておりま

す。車販売部門につきましては、半導体の供給不足による新車販売台数

の伸び悩み等マイナス要因もありましたが、中古車買取査定スタッフの

拡充等による販売体制の強化に継続して取り組んだことにより、前年か

ら大幅に販売台数が伸長することとなりました。

　これらの取り組みにより、オートバックス事業の売上高は9,574,396

千円（前期比4.2％増）となりました。

＜飲食事業＞

　当社グループは、2019年７月に設立した子会社「株式会社バッファロ

ーフードサービス」において、㈱焼肉ライクがチェーン展開する『焼肉

ライク』のフランチャイジーとして飲食事業を運営しております。前連

結会計年度までに開設した４店舗とともに、2021年４月に「焼肉ライク 

川越クレアモール店」を新たにオープンし、当連結会計年度末における

飲食事業の店舗数は５店舗となりました。

　『焼肉ライク』は、「Tasty! Quick! Value!」をキャッチフレーズ

に、１人１台の無煙ロースターを導入し、お客様が好きな部位を好きな

だけ楽しむことができる、個人客をメインターゲットにした新感覚

の“焼肉ファストフード店”であります。

　飲食事業が属する外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大に対し、自治体からの要請による時間短縮・酒類提供の中

止等の自粛措置を取りながらの営業となりました。感染者数の減少によ

る一時的な制限緩和期間もありましたが、消費者の外食控え傾向から来

店客数は低水準で推移し、また、新たな変異株の流行による感染の再拡

大が懸念されることから、今後も厳しい事業環境が続くことが予想され
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セグメントの名称

第39期
（2021年３月期）

第40期
（2022年３月期）

（当連結会計年度）
対前期
増減率
(％)

金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％)

オートバックス事業 9,184,315 97.2 9,574,396 95.7 4.2

飲食事業 266,940 2.8 426,469 4.3 59.8

合　　計 9,451,256 100.0 10,000,866 100.0 5.8

ます。

　当社グループといたしましては、お客様・取引先様・従業員の安全と

健康を第一義とした店舗運営を心掛けるとともに、感染防止協力金等の

自治体による各種支援策を受けつつ、『Uber Eats』・『出前館』と連

携したデリバリーやテイクアウトメニュー拡充による収益の確保を図

り、既存店舗のサービス充実と新規店舗の周辺地域への認知度向上に努

めてまいりました。

　これらの取り組みにより、飲食事業の売上高は店舗数の増加等を反映

し426,469千円（前期比59.8％増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高10,000,866千円（前

期比5.8％増）、営業利益441,638千円（同23.1％増）、経常利益573,894

千円（同29.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益351,617千円（同

21.7％増）となりました。

・セグメント別売上高の状況
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品目の名称

第39期
（2021年３月期）

第40期
（2022年３月期）

（当連結会計年度）
対前期
増減率
(％)

金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％)

ピット・サービス工賃 2,772,937 29.3 2,884,706 28.8 4.0

タイヤ・ホイール 2,096,433 22.2 2,370,894 23.7 13.1

アクセサリー・メンテナ
ンス用品

1,879,451 19.9 1,825,166 18.3 △2.9

カーエレクトロニクス 1,157,972 12.3 985,559 9.9 △14.9

オイル・バッテリー 778,972 8.2 801,927 8.0 2.9

車販売 417,794 4.4 627,376 6.3 50.2

飲食 266,940 2.8 426,469 4.3 59.8

その他 80,754 0.9 78,766 0.8 △2.5

合計 9,451,256 100.0 10,000,866 100.0 5.8

・品目別売上高の状況

② 設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は249,988千円（建設仮勘定を

含む。）であり、その主な内容は以下のとおりであります。なお、当連結

会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

＜オートバックス事業＞

　オートバックス事業における主な設備投資は、スーパーオートバックス

ＴＯＤＡ34,679千円（店内装備）、スーパーオートバックス環七王子神谷

22,443千円（店内装備）、オートバックス岩槻加倉店16,972千円（店内装

備）等であります。

＜飲食事業＞

　飲食事業における主な設備投資は、2021年４月にオープンした焼肉ライ

ク川越クレアモール店38,107千円（店内装備）のほか、2022年４月の新規

出店（焼肉ライクekie広島店・焼肉ライク南池袋店）に伴う保証金19,046

千円、建設仮勘定36,531千円を計上しております。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、2022年３月18日に連結子会社である株式会社バッファローフー

ドサービスの事業拡大に伴う資金調達のために実施した株主割当増資を引

受け、同社株式1,600株を80,000千円で取得しております。
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区　分
第 37 期

(2019年３月期)
第 38 期

(2020年３月期)
第 39 期

(2021年３月期)

第 40 期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売 上 高 (千円) － 9,067,687 9,451,256 10,000,866

経 常 利 益 (千円) － 488,302 441,899 573,894

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
(千円) － 321,332 288,864 351,617

１株当たり当期純利益 (円) － 143.23 127.78 154.68

総 資 産 (千円) － 6,844,722 7,132,589 7,761,891

純 資 産 (千円) － 5,238,521 5,461,718 5,685,156

区　分
第 37 期

(2019年３月期)
第 38 期

(2020年３月期)
第 39 期

(2021年３月期)

第 40 期
(当事業年度)

(2022年３月期)

売 上 高 (千円) 8,780,184 9,005,461 9,184,315 9,574,396

経 常 利 益 (千円) 476,432 516,087 462,456 548,235

当 期 純 利 益 (千円) 338,373 349,197 309,912 357,368

１株当たり当期純利益 (円) 154.15 155.65 137.10 157.21

総 資 産 (千円) 6,801,846 6,853,465 7,150,982 7,723,570

純 資 産 (千円) 4,974,669 5,266,385 5,510,630 5,739,819

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出して

おります。

２. 第38期より連結計算書類を作成しておりますので、第37期の状況は記載しておりませ

ん。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会

計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計

基準等を適用した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出して

おります。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年

度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を

適用した後の数値となっております。
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会   社   名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱バッファローフード
サービス

90,000千円 100.0％ 飲食店の運営

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）㈱バッファローフードサービスは、2022年３月18日付で増資を行い、資本金が増加

しております。

③　その他の重要な企業結合の状況

㈱オートバックスセブンは当社の議決権の22.0％を保有しており、当社

は同社の持分法適用の関連会社であります。

(4) 対処すべき課題

  国内外の経済は、新型コロナウイルス感染症の動向や欧州における地政学

的リスクを発端とした資源価格の高騰による物価上昇など、今後も先行き不

透明な状況が続くことが予想されます。

  このような経営環境のもと、当社グループは、生活インフラである車関連

事業及び外食事業を通じて地域の暮らしを支援し、お客様・取引先様・従業

員の安全と健康を第一義に新型コロナウイルス感染症の拡大防止の取り組み

を行い、かつ、その影響を最小限に留めるべく、外部環境の変化に機動的に

対応しつつ、2022年度の経営課題に取り組むとともに「2019中期経営計画」

を引き続き推進してまいります。

■中期経営計画の概要

  当社は、2020年3月期から2024年3月期までの5ヶ年を対象とする中期経営

計画を策定し、2019年5月8日に公表いたしました。なお、本計画は㈱バッフ

ァローの単体決算を対象に策定した経営計画であります。

①中期経営計画の基本方針

  「クルマのことならオートバックス」の実践を通じ、オートバックス

FCチェン屈指の接遇・接客力とピット・サービスの技術力を土台とする

地域ナンバーワンの店づくりを目指すとともに、今後より厳しさを増す

経営環境に立ち向かうための強力な経営基盤を再構築することにより、

業績向上と更なる企業成長を図る。
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2019年3月期
（単体）

2024年3月期
目標（単体）

増減率

売上高（千円） 8,780,184 13,000,000 48.1％増

経常利益（千円） 476,432 1,000,000 109.9％増

総 店 舗 数 15店舗 20店舗 －

②  経営目標と目標達成のための重点施策

イ.経営目標（2024年3月期）

（注）本経営計画は、㈱バッファローの単体決算を対象に策定しております。

ロ.事業戦略

<商品戦略>

a.ピット・サービスの業容拡大

b.タイヤ売上シェア拡大

c.自動車（新車・中古車）販売事業による収益拡大

<マーケティング戦略>

a.オートバックス・チェングループ内、接遇優秀法人としての強み

を更に進化させ、リアル店舗の利便性、快適性を追求

b.新規メンテナンス会員数の拡大と顧客情報の有効活用

c.LINE会員数の拡大とLINEアプリの活用による販促施策の推進

ハ.出店戦略

　埼玉エリアを中心に、2024年3月期までに5店舗の出店を計画、現在の

15店舗から20店舗体制による事業展開を目指し、店舗数の拡大を図る。

ニ.人材戦略

a.「フレンドリー」で「プロフェッショナル」な人材の育成

b.接遇を社風化するための従業員のモチベーション向上

c.国内及び海外からの人材確保

■その他の対処すべき課題

  内部統制につきましては、ステークホルダーから信頼される企業であり続

けるために、企業倫理の重要性を認識し、経営の健全性、経営の意思決定と

業務執行の透明性・公正性を確保すべく、コーポレート・ガバナンスの充実

及び法令遵守の徹底に努めてまいります。
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事　業　区　分 事　業　内　容

オートバックス事業

自動車用品・部品・自動車の販売、用品部品の取り

付け及び自動車の整備・車検業務・自動車保険サー

ビス（代理店業務）

飲 食 事 業 飲食店の運営

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事 業 区 分 店 舗 数 店 舗 名

オートバックス
事 業

15店舗

オートバックス川口店（埼玉県川口市）

オートバックス東浦和店（埼玉県さいたま市緑区）

オートバックス北浦和店（埼玉県さいたま市桜区）

スーパーオートバックスＴＯＤＡ（埼玉県戸田市）

オートバックス桶川店（埼玉県桶川市）

オートバックス坂戸店（埼玉県坂戸市）

オートバックス254朝霞店（埼玉県朝霞市）

スーパーオートバックス大宮バイパス（埼玉県さいたま市西区）

オートバックス岩槻加倉店（埼玉県さいたま市岩槻区）

オートバックス入間店（埼玉県入間市）

オートバックス狭山店（埼玉県狭山市）

オートバックス川越店（埼玉県川越市）

オートバックス環七板橋店（東京都板橋区）

スーパーオートバックス環七王子神谷（東京都北区）

オートバックス練馬店（東京都練馬区）

飲 食 事 業 ５店舗

焼肉ライク大宮西口店（埼玉県さいたま市大宮区）

焼肉ライク大宮東口店（埼玉県さいたま市大宮区）

焼肉ライク川越クレアモール店（埼玉県川越市）

焼肉ライク目黒東口店（東京都品川区）

焼肉ライク吉祥寺南口店（東京都武蔵野市）

(6) 主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）

①当社　埼玉県川口市本町四丁目１番８号

②主要な子会社

㈱バッファローフードサービス　埼玉県川口市本町四丁目１番８号

③営業店舗
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使 用 人 数 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

オ ー ト バ ッ ク ス 事 業 215(230) 名 4名増(28名増)

飲 食 事 業 6( 87) 名 2名増(26名増)

全 社 （ 共 通 ） 9(  2) 名 1名減(　　 -)

合　　　　　　　　　計 230(319) 名 5名増(54名増)

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

224(232) 名 3名増(28名増) 39.5歳 12.5年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２. 「全社（共通）」として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部

門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

借 入 先 借 入 額

㈱ 三 井 住 友 銀 行 37,640千円

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 6,800,000株

(2) 発行済株式の総数 2,275,374株

(3) 株主数 1,398名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

㈱ オ ー ト バ ッ ク ス セ ブ ン 498,800株 21.94％

増 田 清 高 259,900 11.43

坂 本 裕 二 221,763 9.76

牛 田 恵 美 子 175,200 7.71

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK 
F U N D  ( P R I N C I P A L  A L L  S E C T O R 
S U B P O R T F O L I O )

90,391 3.98

バ ッ フ ァ ロ ー 従 業 員 持 株 会 79,316 3.49

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 77,800 3.42

大 野 健 次 32,000 1.41

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 22,100 0.97

㈱ 国 分 商 会 22,100 0.97

中 村 オ ー ト パ ー ツ ㈱ 22,100 0.97

２．株式の状況（2022年３月31日現在）

(4) 大株主（上位11名）

（注）持株比率は自己株式（2,156株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

該当事項はありません。

３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 坂 本 裕 二 執行役員営業本部長

取 締 役 日下部　直　喜 執行役員管理本部長

取 締 役 町 田 　 明 執行役員営業副本部長 子会社事業担当

取 締 役 牧 野 博 章 執行役員南エリア営業部長

取締役（監査等委員） 藤 田 俊 介

取締役（監査等委員） 井 手 秀 博

取締役（監査等委員） 山 口 　 乾

４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）井手秀博氏及び山口乾氏は、社外取締役であります。

２．取締役の重要な兼職の状況は、上記のほか、次のとおりであります。

取締役町田明氏は、当社連結子会社である㈱バッファローフードサービスの代表取締

役社長を兼務しております。

３．取締役（監査等委員）藤田俊介氏は、兼松エレクトロニクス㈱の取締役経理部長、常

勤監査役を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。取

締役（監査等委員）井手秀博氏は、㈱オートバックスセブンの取締役経理部長、取締役

常務執行役員、常勤監査役を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。また、取締役（監査等委員）山口乾氏は、経営者としての豊富な経験と

幅広い見識を有しております。

４．監査等委員会では、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監査

の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

５．当社は、取締役（監査等委員）山口乾氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額

としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社

及び子会社の会社法上の取締役であり、被保険者は保険料を負担しておりま

せん。当該保険契約により被保険者の損害賠償金及び争訟費用等の損害を塡
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補することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損な

われないようにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為

等の一定の免責事由に該当する場合には塡補の対象としないこととしており

ます。

(4) 取締役の報酬等

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月16日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容にかかる決定方針を次のとおり決議しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、基本報酬

及び株式報酬から構成する。

基本報酬は、株主総会で決議された上限額の範囲内において、各取

締役が担う役割・責務に応じて決定し、毎月現金で支給する。株式報

酬は、経営方針の遂行、業績向上へのインセンティブ及び株主との価

値共有の促進を目的に、毎年１回業績を勘案のうえ支給を決定する。

なお、報酬の構成割合は、同業他社の報酬構成割合を参考に決定す

る。

個人別の基本報酬等の内容についての決定は、各取締役の目標管理

及び達成状況の認識、職務遂行状況の熟知を考慮し、代表取締役社長

に委任する。なお、人事を担当する取締役が報酬原案を作成する等、

委任された権限が適切に行使されるための措置を講じるものとする。

株式報酬は、基準額に基づき支給する。

監査等委員である取締役の報酬等は、独立した立場から客観的な経

営助言と監査を行うため、株主総会で決議された上限額の範囲内にお

いて、監査等委員の協議により、役割・責務に応じて個人別の基本報

酬等を決定し、毎月現金で支給するものとする。

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬

等の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該方針と整合していること

や、委任された権限が代表取締役社長によって適切に行使されるために人

事担当の取締役等が関与する等の措置が講じられていることを確認してお

り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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区　　分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

110,724

(－)

108,412

(－)

2,312

(－)

4

(－)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

10,200

(5,400)

10,200

(5,400)

－

(－)

3

(2)

合　　　計
（うち社外役員）

120,924

(5,400)

118,612

(5,400)

2,312

(－)

7

(2)

②当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。

２．報酬等の種類別の総額のうち、非金銭報酬等は、交付済み株式報酬に係る費用計上額

であります。また、非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は、

「①役員報酬等の内容の決定に関する方針等」のとおりであります。

３．取締役（監査等委員を除く）の基本報酬限度額は、2016年６月17日開催の第34期定時

株主総会において年額135,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は

含まない。）と決議いただいており、当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除

く）の員数は５名であります。また、基本報酬とは別枠で2017年６月23日開催の第35期

定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対する株式報酬額として年額

20,000千円以内、株式数の上限を年10,000株以内と決議いただいており、当該株主総会

終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は５名であります。

４．取締役（監査等委員）の基本報酬限度額は、2016年６月17日開催の第34期定時株主総

会において年額35,000千円以内と決議いただいており、当該株主総会終結時点の取締役

（監査等委員）の員数は３名であります。

５．取締役会は、代表取締役社長  坂本裕二に対し、各取締役（監査等委員を除く）の基

本報酬額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつ

つ、各取締役の評価を行うには、目標管理及び達成状況の認識、職務遂行状況を熟知し

た代表取締役社長が適していると判断したためであります。なお、委任された権限が適

切に行使されるため、人事を担当する取締役が報酬に関する原案を作成しております。
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氏    名 地    位
出席状況、発言状況及び社外取締役に

期待される役割に関して行った職務の概要

井 手 秀 博
取 締 役
（監査等委員）

  当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出

席いたしました。取締役会では、カー用品業界に対

する幅広い見識から、店舗運営に関して積極的に意

見を述べており、また、経営全般について監督、助

言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保

するための適切な役割を果たしております。

  当事業年度に開催された監査等委員会16回の全て

に出席し、監査結果についての意見交換等、客観

的・中立的な立場から適宜、必要な発言を行い監査

機能を果たしております。

山 口   乾
取 締 役
（監査等委員）

  当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出

席いたしました。取締役会では、企業人として培わ

れた豊富な知識と幅広い見識に基づき、リスク管

理・コーポレート・ガバナンスに関して積極的に意

見を述べており、また、経営全般について監督、助

言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保

するための適切な役割を果たしております。

  当事業年度に開催された監査等委員会16回の全て

に出席し、監査結果についての意見交換等、客観

的・中立的な立場から適宜、必要な発言を行い監査

機能を果たしております。

(5) 社外役員に関する事項

①  他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

②  当事業年度における主な活動状況
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①　当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

②　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 25,000千円

５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく

監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区

分しておらず、実質的にも区分できませんので、当連結会計年度

に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお

ります。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職

務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかに

ついて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につ

いて同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計

監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及

びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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６．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆さまに対する利益還元を重要な政策と位置付け、これま

でも安定配当を主眼に置いた配当政策を実施してまいりました。今後は、中

期経営計画に基づく成長戦略と積極的な営業活動の展開により、安定配当を

継続することを基本方針としつつ、将来を見据えた設備投資や財務状態、中

長期の利益水準等を総合的に勘案し、成長に応じた配当を実施してまいりま

す。

なお、内部留保金につきましては、経営基盤の強化並びに成長事業・新規

事業等への積極投資に活用し、企業価値の向上に努めていく所存でありま

す。

当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき20円とさせていただ

きます。中間配当金１株当たり20円とあわせまして、年間配当金は１株当た

り40円となります。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他
　

4,582,891

2,414,299

543,974

1,120,708

503,909

3,179,000

1,943,165

924,499

131,167

686,694

67,001

36,531

97,270

15,250

1,220,584

17,017

1,400

423,869

709,708

68,588
　

流 動 負 債 1,333,023

買 掛 金 504,092

1年内返済予定の長期借入金 29,520

リ ー ス 債 務 15,221

未 払 法 人 税 等 108,142

賞 与 引 当 金 133,354

そ の 他 542,692

固 定 負 債 743,711

長 期 借 入 金 8,120

リ ー ス 債 務 58,226

退職給付に係る負債 537,844

資 産 除 去 債 務 93,070

そ の 他 46,450

負 債 合 計 2,076,734

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,685,342

資 本 金 614,661

資 本 剰 余 金 589,245

利 益 剰 余 金 4,481,552

自 己 株 式 △117

その他の包括利益累計額 △185

その他有価証券評価差額金 △185

純 資 産 合 計 5,685,156

資 産 合 計 7,761,891 負 債 純 資 産 合 計 7,761,891

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,000,866

売 上 原 価 5,187,204

売 上 総 利 益 4,813,661

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,372,022

営 業 利 益 441,638

営 業 外 収 益 141,026

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,014

受 取 手 数 料 7,202

受 取 協 賛 金 等 103,377

受 取 保 険 金 1,312

そ の 他 19,120

営 業 外 費 用 8,770

支 払 利 息 6,470

固 定 資 産 除 却 損 253

そ の 他 2,047

経 常 利 益 573,894

特 別 損 失 46,627

減 損 損 失 46,627

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 527,266

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 173,270

法 人 税 等 調 整 額 2,378

当 期 純 利 益 351,617

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 351,617

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

関係会社短期貸付金

1年内回収予定の関係会社長期貸付金

商 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他
　

4,635,072

2,306,960

530,026

200,000

2,400

1,119,024

172,648

222,694

81,316

3,088,498

1,786,766

727,298

118,950

117,915

13,251

55,654

686,694

67,001

15,250

15,250

1,286,482

187,017

1,400

45,742

423,869

626,653

1,799
　

流 動 負 債 1,278,613

買 掛 金 483,381

1年内返済予定の長期借入金 29,520

リ ー ス 債 務 15,221

未 払 金 111,838

未 払 費 用 63,664

未 払 法 人 税 等 102,598

前 受 金 81,689

預 り 金 20,309

前 受 収 益 174,172

賞 与 引 当 金 133,354

そ の 他 62,864

固 定 負 債 705,138

長 期 借 入 金 8,120

リ ー ス 債 務 58,226

退 職 給 付 引 当 金 537,844

資 産 除 去 債 務 86,853

そ の 他 14,092

負 債 合 計 1,983,751

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,740,004

資 本 金 614,661

資 本 剰 余 金 589,245

資 本 準 備 金 589,245

利 益 剰 余 金 4,536,214

利 益 準 備 金 35,575

その他利益剰余金 4,500,639

別 途 積 立 金 3,600,000

繰越利益剰余金 900,639

自 己 株 式 △117

評価・換算差額等 △185

その他有価証券評価差額金 △185

純 資 産 合 計 5,739,819

資 産 合 計 7,723,570 負 債 純 資 産 合 計 7,723,570

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,574,396

売 上 原 価 5,003,742

売 上 総 利 益 4,570,654

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,059,721

営 業 利 益 510,932

営 業 外 収 益 44,351

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,273

受 取 手 数 料 8,210

受 取 協 賛 金 等 7,682

受 取 保 険 金 1,312

そ の 他 15,872

営 業 外 費 用 7,048

支 払 利 息 5,880

固 定 資 産 除 却 損 253

そ の 他 914

経 常 利 益 548,235

特 別 損 失 20,817

減 損 損 失 20,817

税 引 前 当 期 純 利 益 527,418

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 167,671

法 人 税 等 調 整 額 2,378

当 期 純 利 益 357,368

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 京　嶋　清兵衛

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宇治川　雄　士

独立監査人の監査報告書

2022年５月16日

株 式 会 社 　 バ ッ フ ァ ロ ー

取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

　

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社バッファロ

ーの2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社バッファロー及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結
計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 京　嶋　清兵衛

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宇治川　雄　士

独立監査人の監査報告書

2022年５月16日

株 式 会 社 　 バ ッ フ ァ ロ ー

取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社バッフ

ァローの2021年4月1日から2022年3月31日までの第40期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第40期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①  監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な店舗において業務及び財産の

状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1)  事業報告等の監査結果

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③  内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると

認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。

(2)  計算書類及びその附属明細書の監査結果

  会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

(3)  連結計算書類の監査結果

  会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

2022年５月17日

株式会社バッファロー  監査等委員会

監査等委員 藤  田  俊  介 ㊞

監査等委員（社外取締役） 井  手  秀  博 ㊞

監査等委員（社外取締役） 山  口      乾 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第40期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円　配当総額　45,464,360円

なお、中間配当金として20円をお支払いしておりますので、当期の年

間配当金は１株につき40円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月20日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、主に新規出店及び店舗改装等の設備投資等に

活用し、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以

下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　100,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　100,000,000円
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算書類お

よび連結計算書類に記載又は表示をすべき

事項に係る情報を、法務省令に定めるとこ

ろに従いインターネットを利用する方法で

開示することにより、株主に対して提供し

たものとみなすことができる。

（削　　除）

第２号議案　定款一部変更の件

１. 提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条た

だし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、

株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとお

り定款を変更するものであります。

(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨

を定款に定めることが義務付けられることから、変更案第16条（電子

提供措置等）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事

項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の

範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするた

め、変更案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま

す。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株

主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要

となるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであ

ります。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

(5) その他、上記の変更に伴い所要の変更を行うものであります。

２. 変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）

(新設) 第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報につ

いて電子提供措置をとる。

２　当会社は、電子提供措置をとる事項のう

ち法務省令で定めるものの全部又は一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請

求をした株主に対して交付する書面に記載

することを要しないものとする。

付則 附則

（監査役の責任免除に関する経過措置） （監査役の責任免除に関する経過措置）

（条文省略） 第１条　（現行どおり）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措

置）

（新設） 第２条　現行定款第16条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提供）の

削除及び変更案第16条（電子提供措置等）

の新設は、2022年９月１日から効力を生ず

るものとする。

２　前項の規定にかかわらず、2022年９月１

日から６か月以内の日を株主総会の日とす

る株主総会については、現行定款第16条

（株主総会参考書類等のインターネット開

示とみなし提供）は、なお効力を有する。

３　本条の規定は、2022年９月１日から６か

月を経過した日又は前項の株主総会の日か

ら３か月を経過した日のいずれか遅い日後

にこれを削除する。
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候補者

番 号

ふ     り     が     な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

１

さか

坂

 

　
もと

本

 

　
ゆう

裕

 

　
じ

二

(1960年11月８日生)

1987年10月 (財)東京タクシー近代化セン

ター（現　公益財団法人東京

タクシーセンター）入所

1988年５月 当社入社

1990年４月 総店長就任

1991年６月 取締役総店長就任

1999年６月 専務取締役就任

2000年３月 代表取締役社長就任

2007年６月 代表取締役社長兼執行役員最

高経営責任者就任

2011年４月 代表取締役社長兼執行役員営

業本部長就任（現任）

221,763株

【選任理由】

これまでに代表取締役社長として強いリーダーシップを発揮し会社を牽引してき

た実績と自動車用品業界に精通する豊富な知識と経験から、今後も当社グループの

持続的な成長と企業価値向上に寄与するものと判断し、引き続き取締役として選任

をお願いするものであります。

２

くさ

日
か

下
べ

部

 

　
なお

直

 

　
き

喜

(1966年１月７日生)

1988年４月 ㈱オートバックスセブン入社

1998年７月 ㈱オートバックス・マネジメ

ントサービス入社

2003年２月 当社入社

2003年６月 取締役管理部長就任

2005年６月 取締役管理本部長就任

2007年６月 取締役兼執行役員管理本部長

就任（現任）

8,362株

【選任理由】

自動車用品業界で培われた経験と幅広い見識を活かし管理部門を管掌し、財務内

容の改善・内部統制制度の構築等を推進してまいりました。今後も当社グループの

持続的な成長と企業価値向上に寄与するものと判断し、引き続き取締役として選任

をお願いするものであります。

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全

員（４名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関

しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任である

と判断しております。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者

番 号

ふ     り     が     な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

３

まち

町

 

　
だ

田

 

　

 

　

 

　
あきら

明

(1971年12月31日生)

1994年９月 当社入社

2006年７月 執行役員営業本部総店長就任

2007年６月 執行役員営業本部副本部長就任

2008年３月 執行役員営業本部長就任

2010年６月 取締役兼執行役員営業本部長就任

2011年４月 取締役兼執行役員南エリア営

業部長就任

2019年７月 ㈱バッファローフードサービス

代表取締役社長就任（現任）

2020年４月 当社取締役兼執行役員営業副

本部長就任（現任）

17,862株

（重要な兼職の状況）

㈱バッファローフードサービス代表取締役社長

【選任理由】

当社入社以来、長年に亘り営業部門において培った豊富な知識と経験を有してお

り、事業全般に精通しております。これまでに新規事業分野の推進に手腕を発揮し

てきたことから、今後も当社グループの持続的な成長と企業価値向上に寄与するも

のと判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

４

まき

牧

 

　
の

野

 

　
ひろ

博

 

　
あき

章

(1975年３月27日生)

1997年４月 当社入社

2007年７月 執行役員営業本部副本部長就任

2011年４月 執行役員北エリア営業部長就任

2011年６月 取締役兼執行役員北エリア営

業部長就任

2020年４月 取締役兼執行役員南エリア営

業部長就任（現任）

10,762株

【選任理由】

当社入社以来、長年に亘り営業部門において培った豊富な知識と経験を有してお

り、事業全般に精通しております。これまでに店舗運営・接遇に関する知識を活か

し従業員教育の推進に手腕を発揮してきたことから、今後も当社グループの持続的

な成長と企業価値向上に寄与するものと判断し、引き続き取締役として選任をお願

いするものであります。

（注）１．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の

損害を当該保険契約によって補填することとしております（ただし、法令違反の行

為であることを認識して行った行為等の一定の免責事由に該当する場合を除く）。

各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま

す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま

す。
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候補者

番 号

ふ     り     が     な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当 社

の株式数

１

ふじ

藤

 

　
た

田

 

　
しゅん

俊

 

　
すけ

介

(1948年１月７日生)

1970年10月　兼松事務機㈱入社

1995年４月　兼松エレクトロニクス㈱

　　　　　　経理部長就任

1998年６月　同社取締役就任

2003年６月　同社常勤監査役就任

2006年５月　石塚電子㈱（現　SEMITEC㈱）管理

副本部長兼総務部長就任

2010年３月　当社入社東浦和店事務長就任

2018年５月　内部監査室付

2018年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

4,300株

【選任理由】

管理部門における長年の経験から幅広い知見を有しており、客観的な立場から業

務執行の監査や意思決定を行うことで、取締役会の監査及び監督機能の強化への貢

献が期待できるものと判断し、監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

い

井

 

　
で

手

 

　
ひで

秀

 

　
ひろ

博

(1955年８月１日生)

1974年３月　㈱富士商会（現　㈱オートバックス

セブン）入社

1998年６月　同社取締役経理部長兼関連企業部長

就任

2008年６月　同社取締役常務執行役員就任

2010年６月　同社常勤監査役就任

2014年６月　当社社外取締役就任

2016年５月　㈱オートバックスフィナンシャルサ

ービス取締役会長就任

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

2017年４月　㈱オートバックス・マネジメントサ

ービス代表取締役社長就任

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

井手秀博氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が当社事業と関連の高い分野

における専門的な知識と幅広い経験を有しており、当社の経営全般に対する監督と

有効な助言をいただけると判断したためであります。

第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって

任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお

願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同

意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者

番 号

ふ     り     が     な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当 社

の株式数

３

やま

山

 

　
ぐち

口

 

　

 

　

 

　
つとむ

乾

(1949年９月22日生)

1973年４月　大東京火災海上保険㈱（現あいおい

ニッセイ同和損害保険㈱）入社

1990年４月　同社川口支店長就任

2001年４月　同社販売推進部長就任

2003年６月　同社理事名古屋支店長就任

2009年６月　㈱ロートピア代表取締役社長就任

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

山口乾氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が企業人としての幅広い見識を

有しており、客観的かつ中立的な立場から当社の経営全般に対して様々な提言をい

ただくことにより、当社のコーポレート・ガバナンスの強化が期待できると判断し

たためであります。

（注）１. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２. 監査等委員会では、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監

査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

３. 井手秀博氏及び山口乾氏は、社外取締役候補者であります。

４. 井手秀博氏は、当社の特定関係事業者（主要な取引先）であります株式会社オート

バックスセブンの監査役に2010年６月から2014年６月までの間就任しておりまし

た。

５. (1)井手秀博氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在

任期間は、本総会の終結の時をもって８年（監査等委員として６年）となりま

す。

(2)山口乾氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は、本総会の終結の時をもって６年となります。

６. 当社は、藤田俊介氏、井手秀博氏及び山口乾氏との間で会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任

限度額としており、三氏の再任が承認された場合は、三氏との間で当該契約を継続

する予定であります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の

損害を当該保険契約によって補填することとしております（ただし、法令違反の行

為であることを認識して行った行為等の一定の免責事由に該当する場合を除く）。

各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被

保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を

予定しております。

８. 当社は、山口乾氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定

であります。

以　上
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